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序     文 

 

 この報告書は、独立行政法人国際協力機構帯広国際センターが実施した課題別研修「農民主導によ

る普及手法」に関し、その前身となる研修コースも含めて 2012 年度から実施している同研修への参

加研修員を対象に、帰国後の現状や本邦研修時に策定したアクションプランの進捗状況を把握して研

修のフォローアップとして必要な指導や助言を行うとともに、今後想定される類似分野での研修の内

容に反映させるため、2013 年 3 月 6 日から 3 月 17 日までの 12 日間、マラウイ共和国にフォローア

ップ調査団を派遣した結果を取りまとめたものです。 

 調査団は、帰国研修員及び同研修員の所属先を訪問して関係者との協議や関連機関の視察を行い、

当該研修の案件目標を達成するうえでの課題を探り、農業技術普及手法を向上させるため、本邦研修

の成果をいかに効果的に発現できるかを調査しました。 

 本調査結果を受け、今後、本コースを含む研修事業が、より一層途上国における農業分野の開発に

インパクトをもたらすことを期待します。 

 なお、今回の調査業務にあたりご協力をいただいた帯広畜産大学をはじめ、関係者の皆様に対し心

から感謝の意を申し上げます。 
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第１章 調査の概要 
 

１－１ 背景・目的 

JICA 北海道国際センター（帯広）が所管する課題別研修「農民主導による普及手法」は、その前

身となる合同カウンターパート研修コースを含め、2011年度から 2012年度にかけて計 4度の研修を

実施、主にアフリカ諸国、東アジア諸国から計 38 名の研修員を受け入れてきている。これまでの研

修員受入人数実績並びに参加者職位は表－１、表－２のとおり。 

 

表－１ 2011年～2012年度研修実績 

実施時期 国名・参加者数 参加者総数 使用言語 

第 1回 

2011.4.3～4.29 

マラウイ（1）、ナイジェリア（1） 

パキスタン（1）、セネガル（1） 

タンザニア（1）、東ティモール（1） 

ザンビア（1） 

7 英語 

第 2回 

2011.8.21～9.23 

セネガル（2）、チュニジア（3） 5 仏語 

第 3回 

2012.5.7～6.8 

アフガニスタン（1）、ベナン（2） 

エジプト（1）、マラウイ（3） 

ミャンマー（3）、ナイジェリア（2） 

12 英語 

第 4回 

2013.1.14～2.16 

アフガニスタン（2）、エチオピア（1） 

ガーナ（3）、ギニア（1） 

モザンビーク（2）、スワジランド（2）

タンザニア（1）、ザンビア（2） 

14 英語 

 

表－２ 主な参加者職位 

実施時期 参加者職位 

第 1回 

2011.4.3～4.29 

・農業普及開発担当官 ・農産物加工販売部主任技術担当官 

・畜産計画モニタリング局疫学者 ・農村開発事務所長 他 

第 2回 

2011.8.21～9.23 

・農業農村相談員 ・種子事務局長 ・地域普及課長 

・農業開発部技師 ・農村女性普及課長 

第 3回 

2012.5.7～6.8 

・園芸管理部長 ・天然資源管理作物生産部専門技師 

・農業振興センター担当 ・農村女性部研究官 ・農業普及法担当官 

・農業普及開発担当官 ・畜産獣医局獣医官 ・稲研究所研究官 他 

第 4回 

2013.1.14～2.16 

・総合普及局普及マネジャー ・郡開発担当官 ・農業普及員 

・生産担当官 ・種苗課係長 ・農村普及局モニタリング評価担当官 

・農業部上級普及手法担当官 他 

 

農業が基幹産業と位置づけられている国が多いものの、一方で各国とも農業技術指導員の数も十分

ではなく、インフラの未整備、各種施設、設備の不足等、数々の問題を抱える状況下、本案件でメイ

ンテーマとして掲げている農民主導による農業技術の普及手法の習得については、限られたリソース
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を用いて、いかに効果的かつ効率的に農業技術を移転するかという観点において各国からのニーズが

非常に高いものである。よって次年度以降も本研修コースを継続していく方向であり、研修最終日に

実施されるコース評価会、研修員から提出されるアンケート結果においては、本コースで習得した知

識、技術は非常に有益なものとして、帰国後に活用できるものとの回答を得ているものの、当地とは

大きく異なる環境のもと、実際に各研修員がそれぞれの帰国後の活動計画をどのように実践している

かを確認し、必要に応じ、今後の活動に対する更なる助言を行う機会が必要であるとの認識から、今

回の調査を実施することとなった。 

また、今後の本案件の継続にあたり、現地の農業事情あるいは現地の JICA関連事業を視察するこ

とで、更なる現地ニーズの把握につなげる。また、JICA ひいては日本国の当該分野における援助方

針、協力プログラムの実態を理解することで、全体の援助方針に即した研修コースカリキュラムの策

定を図り、研修効果の更なる向上、本邦研修を通じた現地の開発援助への貢献を目的とする。 

 

１－２ 調査団の構成 

今回の調査にあたっては、課題別研修「農民主導による普及手法」コース関係者のなかから、コー

スリーダーの門平教授（帯広畜産大学）、織井講師（帯広農業高校）並びに JICA 北海道国際センタ

ー（帯広）道東業務課よりコース担当加藤職員の 3名による編成で調査団を構成することとした。詳

細については、表－３のとおり。 

 

表－３ 調査団の構成 

 担当業務 氏 名 職 位 

1 総 括 門平 睦代 帯広畜産大学 教授 

2 普及員の育成 織井 恒 帯広農業高校 酪農科学科 主任 

3 

 

研修計画 

 

加藤 宏紀 

 

JICA北海道国際センター（帯広） 

道東業務課 職員 

 



－3－ 

１－３ 調査期間及び日程 

2013年 3月 6日（水）～2013年 3月 17日（日） 

日順 月日 時刻 用 務 宿泊地 

1 3月 6日 水 10:30 

12:15 

16:25 

20:35 

23:45 

移動（帯広発/JL1152） 

（羽田着） 

（成田発/CX549） 

（香港着） 

（香港発/CX749） 

機 内 

2 3月 7日 木 06:35 

10:00 

12:25 

（ヨハネスブルク着） 

（ヨハネスブルク発/SA170） 

（リロングエ着） 

リロング

エ 

3 3月 8日 金 08:00 

09:00 

10:30 

15:00 

16:30 

JICAマラウイ事務所表敬 

農業食糧保障省農業普及サービス局表敬 

JICAマラウイ事務所農業分野における事業紹介 

自然資源短期大学（Natural Resource College）視察 

ブンダ大学視察 

リロング

エ 

4 3月 9日 土  資料整理 リロング

エ 

5 3月 10日 日  移動（リロングエ→ブランタイヤ） ブランタ

イヤ 

6 3月 11日 月 09:00 

11:00 

 

13:00 

ブランタイヤ県農業事務所表敬 

COVAMS（シレ川中流域における村落振興・森林

復旧プロジェクト）事業紹介 

COVAMS活動現場視察 

ブランタ

イヤ 

7 3月 12日 火 08:30 

 

09:00 

13:30 

ブランタイヤ農政局プログラムマネジャー表敬（帰

国研修員Ms. Getrude Kumwenda面談含む） 

帰国研修員活動視察（Mr. Precious Lipenga ） 

帰国研修員活動視察（Mr. Cosmas Kasawe） 

ブランタ

イヤ 

8 3月 13日 水 08:00 

09:00 

14:00 

14:30 

移動（ブランタイヤ→チョロ） 

帰国研修員活動視察（Mr. Noel Mkwapata） 

チョロ県農業事務所表敬 

移動（チョロ→ブランタイヤ） 

ブランタ

イヤ 

9 3月 14日 木 09:00 

11:00 

フォローアップセミナー「活動計画の実施報告」 

移動（ブランタイヤ→リロングエ） 

リロング

エ 

10 3月 15日 金 09:00 

10:00 

13:15 

15:45 

JICAマラウイ事務所調査報告 

移動（リロングエ→空港） 

（リロングエ発/SA171） 

（ヨハネスブルク着） 

ヨハネス

ブルク 

11 3月 16日 土 12:35 （ヨハネスブルク発/CX748） 

 

機 内 

12 3月 17日 日 07:05 

09:15 

14:50 

16:14 

18:15 

（香港着） 

（香港発/CX580） 

（札幌着） 

（札幌発/JR） 

（帯広着） 
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１－４ 主要面談者 

（1）農業食糧保障省農業普及サービス局（Department of Agricultural Extension Services：DAES） 

氏 名 職位等 

Ms. Stella Kankwamba Director of Agricultural Extension Services 

Mr. Paul Fatch Training Officer 

 

（2）自然資源短期大学（Natural Resource College） 

氏 名 職位等 

Mr. Kabambe Acting Vice Principal 

 

（3）ブランタイヤ農政局 （Blantyre Agricultural Development Division） 

氏 名 職位等 

Mr. Nelson Matakai The Programme Manager 

Ms. Getrude Kumwenda Principal Extension Methodology Officer 

 

（4）ブランタイヤ県農業事務所（Blantyre District Agriculture Office） 

氏 名 職位等 

Mr. Martin Kamlomo District Agriculture Development Officer 

Mr. Precious Lipenga Agriculture Extension Development Officer 

Mr. Cosmas Kasawe Agriculture Extension Development Officer 

Ms. Lindy Banda Agriculture Extension Development Officer 

 

（5）チョロ県農業事務所（Thyolo District Agriculture Office） 

氏 名 職位等 

Mr. Cosmos Luwanda District Agriculture Development Officer 

Mr. F. J. Banda Field Crop Officer 

Mr. Noel Mkwapata Agriculture Extension Methodology Officer 

 

（6）JICA マラウイ事務所 

氏 名 職位等 

斎藤 克郎 所 長 

下田 透 次 長 

冨谷 武史 所 員 

Mr. Manda M.Reinford プログラムオフィサー 
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第２章 調査結果 

 

２－１ 帰国研修員の活動視察・各関係機関の訪問 

第 1日目（3/8：金） 

・時間：8:00～8:50  

・場所：JICAマラウイ事務所表敬 

・面談者：斉藤所長、冨谷職員（下田次長：安全対策ブリーフィング） 

最初に調査団員より今回の調査目的及び「農民主導による普及手法」コースの概略を説明し

たのち、調査団長門平教授からは、農業教育、次世代の農家に対する教育、ファーマーズフィ

ールドスクール（Farmers Field School：FFS）を通じた参加型アプローチ等が当コースの柱とな

っていること、また、これらに関連する講義、視察、ディスカッションを通じ、コースの参加

者には普及員に不可欠な精神、及び、率先して農家とコミュニケーションを図ることの重要性

を理解してもらうことに主眼を置いていることなど、コースのカリキュラム、構成に係る詳細

説明を行った。その後、斉藤所長より現地の農業関連事業における普及員の現状、問題点をご

説明いただいた。あらゆるプロジェクトにおいて、技術、知識を普及する作業が一番頭を悩ま

す問題点であり、そのプロセスにおいて重要な役割を担うはずの普及員が、基礎的な農業知識

の欠落、業務に対する意識の低下などが顕著であること、特に、初等教育も十分に受けること

ができない現地の農民に対しては、普及員の意識改善、知識の向上に基づく、十分な技術普及

サービスデリバリーシステムの構築が必要不可欠な要素であることを改めて確認することがで

きた。 

 

・時間：9:00～10:00 

・場所：農業食糧保障省農業普及サービス局（DAES） 

・面談者：農業普及サービス局長 Ms. Stella Kankwamba 

     農業普及局研修担当 Mr. Paul Fatch 

JICA事務所表敬同様、まずは調査団より今回の調査目的並びに調査対象となる 4名の帰国研

修員について説明を行ったのち、農業普及サービス局長より、マラウイ共和国（以下、「マラウ

イ」と記す）における農業技術普及に関連する組織的な構造〔上から順に、農政局（Agricultural 

Development Division：ADD）、District、農業普及所（Extension Planning Area：EPA）、Sectionと

区画〕と併せ、4 名の帰国研修員がブランタイヤの ADD に所属することをご説明いただいた。

また、現在マラウイでは、20～30名ほどの農家によって形成されるコミュニティによって選抜

される篤農家（畜産、堆肥製造等の項目ごとに選抜）を中心とした、農民主導による普及活動

が促進されているということで、従来のトップダウン方式からボトムアップ方式への変化につ

いても言及され、本コースのコンセプトである「農民主導による普及」が当地の取り組みとも

合致しており、本コースを通じた技術協力の必要性を確認することができた。4名の帰国研修員

に関しては、帰国後レポートの提出によって日本での研修の報告がされたとのことであり、帰

国研修員活動の視察、更なる支援を目的とした今回の調査についても、帰国研修員のモチベー

ション向上を図るうえでも非常に有意義な機会になるとのことで、今回の訪問を歓迎いただい

た。 
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・時間：10:30～12:00 

・場所：JICAマラウイ事務所 

・面談者：JICAマラウイ事務所プログラムオフィサーMr. Manda M. Reinford 

パワーポイント（PPT）資料を基に、マラウイ国農業分野の概要、JICA マラウイ事務所の関

連事業につき、説明いただいた。まず、国全体の農業分野の変遷については、政府の農業分野

に対する予算の減額、度重なる省庁の組織改編等、政策レベルでの変化に大きな影響を受けて

きたとの印象を受けた。農業技術普及の分野においても、設立された研修センターが一時的に

閉鎖になったとのことで、普及員の育成に大きな影響を及ぼしたことが想像される。また、農

産物を市場に回すにあたり必要とされる道路の整備が不十分とのことであるが、他途上国同様、

他セクターの問題が、農業の産業としての成長を妨げている大きな要因となっているようであ

る。しかしながら、現状も農業は GDP の 40％を占める基幹産業であり、国民の 80％が農業に

従事していることからも、マラウイにおいて、農業分野の成長は非常に重要なものであり、大

きな期待が寄せられていることも分かる。日本（JICA）としても援助重点分野として位置づけ

ていることから、他援助機関とも連携を図りながら、より効果的かつ効率的な援助の必要性を

改めて実感することができた。 

効果的な援助という点において、国内機関の研修担当者としては、日本での研修事業と在外

事務所で実施される他事業との連携強化が重要な課題と認識しているが、マラウイにおいては、

研修事業（課題別研修）の研修員選考にあたり、常に実施中のプロジェクトの関係者とも情報

共有を図り、プロジェクトのカウンターパートをマラウイ政府に推薦するかたちをとっている

現状を確認できたことが大きな収穫であった。 

 

・時間：15:00～16:00 

・場所：自然資源短期大学（Natural Resource College） 

・面談者：副校長代理 Mr. Kabambe 

マラウイ国内での農業普及員の養成課程を視察することを目的として、本校を訪問した。副

校長代理より、学生数、教員数等の概要を説明いただき、学生数については、2年制の短期大学

全体で 1,500名ほど、また教員は 20～30名（これに加え政府機関からの臨時教員も若干名いる

とのこと）が指導に当たっており、農業普及員の約 8割が本校の卒業生とのことであった。 

農業普及サービス局長事務所にて マラウイでの農業普及事情の説明 
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本校は国立の短期大学として設立されたが、2001年以降私立校となり、政府からの補助金も

一切受け取っておらず、学生から納められる学費によって経営されている。農業、獣疫、園芸

作物、食品栄養、灌漑、環境管理、土地管理といった 7 課程が存在し、科学、数学、コンピュ

ータ関連の知識を習得する座学に加え、学内での農業実習、インターン制度による政府関係機

関や NGO での実習、また、近隣の農家での実習が教育課程に組み込まれており、実践による学

習に重点が置かれているとのことであった。 

副校長代理による概要説明ののち、施設内を案内いただいたが、広大な敷地を有しており、

外観を見る限り非常に質の高い近代的な校舎であった。しかしながら、各教室にまで足を運ぶ

と、実験器具等、指導、学習に必要となる備品についてはあまり十分な整備がなされていない

という印象であった。実習用の圃場、牛舎等の施設については、感染症予防の観点からも近距

離での視察は差し控えることとしたが、実習するに十分な施設が存在するかどうか疑問が残る

部分ではある。 

 

  

  

 

第 2日目（3/9：土） 

・資料整理 

 

第 3日目（3/10：日） 

・移動（リロングエ→ブランタイヤ） 

 

第 4日目（3/11：月） 

・時間：9:00～10:00 

・場所：ブランタイヤ県農業事務所分室 

・面談者：ブランタイヤ県農業開発員Mr. Martin Kamlomo 

同地区に今回のフォローアップ調査対象である 3 名の帰国研修員が在籍することから、所属

事務所への表敬訪問として同事務所を訪れた。まずはじめに JICA 北海道センター（帯広）の概

要、十勝・帯広における農業の歴史・特徴等の説明に加え、本コースの概要、今回の調査目的

を調査団より説明した。その後、農業技術普及に係る同地区の動向に関し、Mr. Martin Kamlomo

から説明いただいたが、近年は「COVAMS アプローチ」をはじめ、多くの農民主導による普及

自然資源短期大学内の実験室 自然資源短期大学図書室 



－8－ 

活動が実施されているとのことで、帰国研修員の日本での経験、習得した知識は、最近の普及

事業の動向にも合致し、農民の参加型アプローチを更に促進させるものとして非常に有意義な

ものであるとのことであった。JICA 北海道センター（帯広）で実施される農業関連の研修コー

ス（土壌診断技術、農業機械、ICT 等）にも関心をもっていただいたようで、同地区の農業関

連技術の向上に貢献できるコースに関係者を参加させたいとのコメントをいただいた。 

   

・時間：11:00～16:00 

・場所：ルドゥズ研修センター 

・面談者：農業食糧保障省 農業技術普及開発担当 Ms. Linly Banda 

     森林省 森林補佐官 Mr. James Andiwochi 

当初、帰国研修員 1 名の活動視察を予定していたが、当帰国研修員の業務の関係上予定変更

が生じ、急遽、代替プログラムとして、同じく普及員が活動する JICA 技術協力プロジェクト

「COVAMS」に係る概要説明、プロジェクト現場への視察を組み入れることとなった。はじめ

に、同プロジェクトに従事した普及員 2 名（両名とも他研修コースの帰国研修員）よりプロジ

ェクトの概要を説明いただき、その後、両名の同行のもとプロジェクトの対象となった 2 つの

村を訪問した。 

本プロジェクトは、農業食糧保障省、森林省、ジェンダー省といった 3 省にまたがるプロジ

ェクトであり、第 1 フェーズとして 2007 年から 2012 年の 5 年間にわたり、計 244 の村、3 万

3,600の農家を対象として実施された。現在は既にプロジェクトは終了しているものの、プロジ

ェクトの第 2フェーズが 2013年 4月より継続実施されるとのことであった。具体的な活動につ

いては、各省に所属する普及員がそれぞれの担当項目について適正技術の普及に係る役割を担

い、技術普及員から篤農家、篤農家から村人（農家）へと技術移転を図るものであり、「土壌浸

食」「植林・造林」「土壌・水管理」といった項目に対し、各村で項目ごとに選抜された篤農家

が研修を受講し、そこで習得した知識、技術を村人（農家）に伝達する方式になっているとの

こと。篤農家に対する研修は、「1．すべての村人に」「2．村人のニーズに基づくもの」「3．地

域で入手可能なリソースの活用」「4．自身の村の中で」「5．より多くの村人のために」といっ

た 5 つのスローガンに基づくものとなっており、参加型アプローチを色濃く打ち出したもので

あることから、普及員が農民のモチベーションを喚起し、ボトムアップによる農業技術の普及

をめざす「農民主導による普及手法」コースのめざす方向、コンセプトとも符合するものであ

り、非常に関心深い内容であった。 

実際に訪問した 2 つの村では、雨期の土壌浸食の予防、改善が達成され、メイズの収量も大

幅に向上したとのことで、上述の 3 つの項目における具体的な成果も確認することができた。

村人とのインタビューでは、本プロジェクトを通じての成果、変化も尋ねたところ、従来は政

府、普及員からの指導、アドバイスを受け入れるだけの依存体質であったものが、自らが考え、

学ぶプロセスを介して成果を生み出したことで大きな達成感、充実感を感じているようであっ

た。今後もこのような活動が維持、継続されることが重要であり、われわれの実施する研修コ

ースについても、当地の参加型アプローチの促進に貢献できるプログラムを提供していく必要

性を改めて感じる機会となった。 
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第 5日目（3/12：火） 

・時間：8:30～8:40 

・場所：ブランタイヤ農政局 

・面談者：プログラムマネジャーMr. Nelson Matakai 

          普及手法主任 Ms. Getrude Kumwenda 

ブランタイヤ地区農業事務所への表敬訪問については、前日に分室を訪問していたが、前日

不在としていた帰国研修員（Ms. Getrude Kumwenda）、プログラムマネジャーの両名が在室との

情報を得たため、再度本部事務所にも表敬訪問を行うこととした。10 分ほどの短い時間ではあ

ったが、調査団より本コースの概要、調査団の目的を説明。プログラムマネジャーからは、昨

年までブンブエ地域を対象として帯広畜産大学の教授陣により実施されていた耕畜連携に関す

る草の根技術協力に対しての謝辞も述べられた。 

 

・時間：9:00～12:30 

・場所：ブランタイヤ県農業事務所農業普及サービス部 

・面談者：普及開発担当官 Mr. Precious Lipenga 

農業事務所で面談した帰国研修員（Ms. Getrude Kumwenda）は、日本での研修後昇進し、現

在は同じ帰国研修員である Mr. Precious Lipenga、Mr. Cosmas Kasaweの上司にあたる職位にある

ことから、部下の普及現場での活動視察も兼ね、終日、調査団による上記 2 名の活動視察に同

行することとなった。Mr. Precious Lipengaとは活動現場である村の手前で合流し、当人の案内

のもと、活動計画の対象となる NAMATETULE 村を訪問した。当人の活動計画は、FFS を通し、

村人（農家）に畝の整備、適切な播種（適切な間隔を設けた播種）、堆肥の活用を体験させ、従

来の栽培手法との比較を行い、収量の向上を示すというものであるが、村人の理解を得て順調

に作業が進んでいるようであった。活動開始から数カ月の段階であり、まだ収穫には至ってい

ないが、収穫の際は従来型の耕作地から収穫されるメイズの収量と、新たな手法の導入により

栽培されたメイズの収量を比較する予定とのことであった。それぞれの作業における留意事項

を記録したノートも導入されており、今後も村人自らが栽培計画を立て、観察、分析、評価を

行う道筋が築かれつつあるように見受けられた。FFS の導入も今回が初めての試みということ

で、今後の活動の維持、継続が期待される。調査団からは、農民自らが各種新しい取り組みを

行い、失敗を繰り返しながら学んでいくことが重要との助言を行った。 

COVAMSの活動成果（Gully Control） COVAMSの活動成果（Afforestation） 
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・時間：13:30～17:00 

・場所：ブランタイヤ県農業事務所農業普及サービス部 

・面談者：普及開発担当官 Mr. Cosmas Kasawe 

まずはじめに、当人の活動計画の対象である KATETE 小学校を訪問し、12～16歳の生徒を対

象とした農業教育を視察。学内では当初より実施している農業教育と並行して実習という位置

づけで普及員である Mr. Cosmas Kasaweによって堆肥の作成実習が行われていることが説明さ

れ、実際に製造過程の堆肥を観察した。「農民主導による普及手法」コースでは、次世代の農民、

すなわち若年層に対する農業教育が農家の育成に重要なコンポーネントであることを伝えてお

り、本コースの経験を基に、上記の取り組みが始められたことは非常に好感がもてる内容であ

った。その後、引き続き FFS が実施されている Ben Ligogo 村を訪問し、その具体的な活動につ

いて見聞する機会を得たが、この村では同時に政府によって「Farmer Business School（FBS）」

が試験的に導入されており、自給自足を目的とした農業生産のみではなく、利益を生み出す農

業ビジネスに、より焦点を当てた活動が実施されているとのことであり、この活動においても

FFS のコンセプトに基づき、農民自らがマーケットリサーチを行い、村全体で採算性を検討す

る取り組みをしていることから非常に興味深いものであるが、今後、生産した農作物を加工し

付加価値を付けるなど、更なる収益の向上を図り、協同組合のような方式で、得た利益を共同

で活用できるようなものに発展させることも一案と思われる。 

 

第 6日目（3/13：水） 

・時間：9:00～12:30 

・場所：チョロ県農業事務所 

・面談者：普及手法担当官 Mr. Noel Mkwapata 

当初、まずはじめにチョロ県農業事務所での表敬を予定していたが、面談予定者が出張に出

ており、事務所に戻るのが午後の時間帯になるということで、急遽予定を変更し、帰国研修員

であるMr. Noel Mkwapata の活動視察を行うこととなった。Mr. Noel Mkwapata は現職に就いた

のが 3 年前ということで、他 3 名の帰国研修員と比べ、普及員としての経験も浅く、年齢的に

も非常に若いことから、長年農業を営んでいる農家への指導に苦慮する部分もあると想像して

いたが、事務所内の関係者（普及開発担当官、農場作物担当官等）の協力も仰ぎながら、計画

していた活動を着実に実行しているようであった。当人の活動計画は、不耕起農法等新たな手

法を導入することで、全体の労働力を軽減させ、かつ、メイズの収量を向上させる、といった

取り組みであるが、これまで同県内では取り入れたことがない FFS のアプローチによって対象

となる村人（農家）の理解を得ることに始まり、1人の農家から実験用の圃場を提供してもらい、

従来の手法と新たな手法による栽培を比較している過程であった。不耕起農法は、成果が現れ

るまでに時間を要するものであり、現時点では従来型の圃場の方がメイズの生育が優れている

ようにも見受けられた。ただ、この取り組みについては次期以降も継続していくことでその効

果が具現化されることから、引き続き農家の人々とも協力し、辛抱強く取り組みを継続しても

らいたい。 

上述のとおり帰国研修員当人は、普及員としての経験も浅いことから、従来の手法を続ける

周りの同僚、先輩普及員のなかでは、当人の新しい取り組み（参加型アプローチ）を理解いた

だけない人も多く、苦労を強いられることがあるようであるが、これについても、辛抱強く取
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り組みを継続し、成果を共有することで、最終的に普及員全体で新たな手法が実施できるよう

頑張ってもらいたい。 

活動計画の実施対象である村の視察を終えたあと、調査団の要望に応えるかたちで、周辺の

酪農家についても 2 件ほど訪問をアレンジしてもらったが、Farm Income Diversification 

Programme（FIDP）によって始められた女性酪農家グループの活動では、複数の農家が共同で

乳牛を飼育し、生乳を販売しており、安定した収入を得ている現場を視察することができた。

このグループについては、活動計画の対象というわけではないものの、同帰国研修員の普及員

としての活動対象農家ということで、他農家に対するグッドプラクティスとして紹介できるも

のと思われる。前日の FBS を導入している村（農家）でも感じたことではあるが、複数の農家

が協力し、共同で資金を管理し、更なる収益の向上にあたり共同で投資をしていくなど、小規

模ではあるが、日本の農業協同組合のような機能を備えていくことも、今後の方向性としては

あり得るのではないだろうか。 

 

・時間：14:00～14:30 

・場所：チョロ県農業事務所 

・面談者：チョロ県農業開発担当官 Mr. Cosmos Luwanda 

午前の農家視察終了後、昼食を挟み、再度表敬訪問のため農業事務所を訪れた。表敬の場で

は、これまでの他組織への表敬と同様に、今回の調査の目的、本邦で実施している研修コース

の概要等を説明したあと、農業事務所からも、現在国全体で農業技術普及の場ではボトムアッ

プアプローチが新しい手法として促進されており、同県内ではまだ大きな変化、成果の発現に

は至っていないが、今後、これにかかわる普及員の育成が必要であるという説明をいただき、

本コースが当地のニーズに合致していることが確認された。 

 

第 7日目（3/14：木） 

・時間：9:00～11:00 

・場所：ルドゥズ研修センター 

・セミナー参加者：帰国研修員 4名ほか計 22名 

実質、調査最終日となる第 7日目のプログラムでは、帰国研修員 4名の活動計画の進捗状況、

今後の活動予定等を他関係者（農業開発担当官、普及開発担当官等）に対して発表してもらい、

現在実施されている参加型手法を共有し、今後の活動に係る助言、提案をしてもらうことを目

的としたセミナーを実施した。当初の予定では 8時 30分から 10時 30分までの 2時間のプログ

ラムを予定していたが、参加者の多くが開始時間に間に合わず、30分ほど遅れての開始となっ

たが、4名のプレゼンテーションを予定どおり進行したのち、調査団長門平教授（コースリーダ

ー）のファシリテーションのもと、全参加者でのワークショップを行った。 

2時間ほどの非常に限られた時間ではあったが、「普及員活動のなかで仕事（モチベーション）

を妨げる要因」をテーマに参加者全員で議論するなかで、「移動手段の不足」「普及手法の指導

者不足」「農民の基礎的知識の不足」など多くの問題点が挙げられ、特に資金、予算に関連する

ものに関しては、容易に乗り越えられる問題ではないと思われるものの、FFS をはじめとした

参加型アプローチを浸透させ、計画的に実践していくなかで必要な予算を確保していく、また、

その手法についてもそれぞれの普及員、農家が一緒になって考え、試行錯誤をしながら、多く
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の選択肢を生み出していくことが必要ではないか、といった建設的かつ「農民主導による普及

活動」のコンセプトに合致するコメントも多く挙げられた。本コースの帰国研修員を中心に、

普及事業に携わる関係者のモチベーションを喚起するうえで、非常に効果的なセッションを提

供することができたと思われる。 

発表内容のなかで言及した帰国研修員がいたが、農家のモチベーションを醸成する前に、ま

ずは前線に立つ普及員のモチベーション喚起が重要なポイントであることから、今後も継続的

にこのような場を設け、普及員の間で参加型アプローチの推進を図ってもらいたいと感じた。 

 

２－２ セミナー開催・帰国研修員活動支援 

２－２－１ フォローアップセミナー 

セミナーはルドゥズ研修センターにて 9時から 11時まで開催された。セミナー次第、参加者名

簿、発表内容（スライド）は付属資料を参照願う。普及におけるすべての問題点を議論する時間

はなかったので、動機づけを阻止する「やる気がなくなる理由」と題して、KJ 法を使い、セミナ

ー参加者（ほぼ全員が普及員）の意見を集約した。3つに分類すると、以下のようであった。 

 

（1）農民側の問題 

・反応の悪さ 

・否定的な反応 

・村長のリーダーシップの乏しさ   

・依存性 

 

（2）政府側の問題 

・上司からのサポート不足と理解度の乏しさ 

・農民を指導するための知識や技術の不足 

・農家訪問に必要なガソリンや日当など運営管理面での不足 

 

（3）農民と政府の両方の問題 

・多様な関係者間の連携の欠如 

・両者における普及活動に必要な資源の不足 

 

ある参加者から、（1）の農民側の問題は普及員の力不足の表れでもあるので、まずは自らの能

力を向上させることが重要であるとの発言があった。その後、5～6 名の参加者からも同様の発言

があった。また、政府側のガソリンなど普及活動に関する資金不足の解決策として、外部の援助

機関から支援を受けるということも一案であるとの意見が出された。プロジェクトの実施期間中

数年の短期間ではあるが、普及員支援と人材育成には効果があるので、プロジェクトプロポーザ

ルを作成提出することに至急、着手するという点について合意された。普及員の能力向上に関し

ては、コース参加者である Ms. Getrude Kumwenda が中心となり、今回のようなセミナーやワーク

ショップの開催、また、現地視察などを行い、帯広やインドで学んだことを伝えていくとのこと

であった。 
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２－２－２ 帰国研修員の活動支援（活動への助言など） 

（1）Ms. Gertrude Kumwenda（ブランタイヤ農政局） 

帯広での研修コースを終了しマラウイへ帰国後すぐに昇進したため、担当地区と仕事内容

が変更された。よって、計画されていた活動はほとんど実行されていない。また、2013 年 3

月9日にインドでの 2カ月の研修より戻ったばかりで、最終報告書も作成できていなかった。

しかし、3月 12日から 3日間、われわれの現地視察に同行してくれたので、十分に意見交換

をすることができた。現在の彼女の担当は、普及方法の開発と普及員への教育なので、他の

帰国研修員（Ms. Getrude）による 
本邦研修の成果報告 

帰国研修員（Mr. Lipenga）による 
活動計画実施状況報告 

セミナーでのワークショップ① セミナーでのワークショップ② 

セミナーでのワークショップ③ セミナー参加者との集合写真 
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3 名と協力しながら、帯広で学んだ農民フィールド学校の実践とプロジェクト方法をブラン

タイヤ地区の担当者へ普及していくとのことであった。具体的には、3 名のプロジェクト活

動現場への他の普及員の視察ツアーの実施、帯広で学んだことを共有するためのパンフレッ

トかニュースレターの作成と配布である。農民フィールド学校の言葉は知っていたが、具体

例や実践経験がなかったのでマラウイでは応用されていなかったという。セミナーで出され

た「やる気がなくなる理由」など普及員が感じている問題点を解決するためにも、彼女が中

心となりプロジェクト企画書を作成し、外部資金を獲得するということは良案であると考え

る。 

 

（2）Mr. Cosmas Kasawe（ブランタイヤ県農業事務所） 

Future farmerの概念を応用し、Katete2小学校で堆肥づくりの実習を行った。農業教育と実

技はどの小学校でもカリキュラムに入っているので、講義内容のひとつとして堆肥づくりを

導入した。校長先生らの理解もあり、順調に行われている様子であるが、1 回目は失敗した

という。現在、2 回目の結果待ちで、来週あたりその出来具合が分かるという。ピット方式

を採用した。ほかに、収入を増加させるための普及も実践している。村としての活動を奨励

し、協同組合をつくり、生産物を売り出すという案である。事前の十分な市場調査が必要で

あろう。一村一品プロジェクトとの連携や市場開発の専門家との共同活動が求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）Mr. Precious Lipenga（ブランタイヤ県農業事務所） 

Namatetule 村で、農民フィールド学校手法とプロジェクト手法を使い、トウモロコシの栽

培方法の違い（3つの方法）を村人の実験により比較することが彼の課題である。3つの方法

とは、これまでのやり方（畝の幅やトウモロコシの植え方の間隔が広い）、75cm という政府

が推奨するやり方、堆肥を入れ込んだものである。収穫前なので実際の収穫量の比較は 5 月

くらいに行う予定である。ノートとペンは政府から支給されているようだが、まだ、記載内

容は乏しく、十分な指導が必要であろう。結果が出る前から農民も自らの畑を使った同様の

実験を行っているということと、村人の歓迎ぶりからも、彼が農民との信頼関係を構築して

いることが推測できた。 

 

 

学んだ堆肥製造について説明する女子生徒 生徒による堆肥製造現場 
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（4）Mr. Noel Mkwapata（チョロ県農業事務所） 

Matapwata EPA, Sharpe section にて不耕起栽培方法の導入を農民フィールド学校形態で実施

中である。この実験圃場は参加者の 1 人の所有地であるが、これを 12 に分けて、12 人の農

家が全員実験に参加した。まだ、各自の農地では実施されていないが、収穫を比較すること

が待たれている。この地域には、イタリアとマラウイの混血（在イタリア）の方が建てた孤

児院があるようにエイズで亡くなる人が多い地域であり、できるだけ労働力が少ない農法が

望まれている。また、余った時間は冬野菜（トマトなど）を栽培することにより収入を増や

すこともできるということであった。国際農業研究機関の World Agroforestry Centre（ICRAF）

からは堆肥木などの支援があり、この資金を使って現地を担当する普及員と協力し農民フィ

ールド学校を開設するなど、Mr. Noel Mkwapata は将来の普及活動の発展に寄与できる人材で

あると期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（5）全体を通じての感想 

マラウイの研修員は、まじめな性格に加え、能力も高いという評価であったが、どの研修

員も自身の担当するエリアにおいて、アクションプランに準じた行動を確実に起こしており、

帰国後の活動の様子がよく理解できた。そのような意味では、このコースの意義や今後の継

続性については、成果自体が出るのは先になるものの、今後のマラウイ農業発展につながる

ための、コアとしての役割や可能性は十分あるものと推察できた。研修員は担当する各村で、

FFS（Farmers Field School） 農民の作業記録ノートを確認 

実験圃場の視察 リードファーマーによる活動内容の説明 
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普及員として尊敬を集め、日本の農業教育でも頻繁に求められるいわゆる「地域に根差した

活動」を実践している様子がよく分かった。 

各農村における課題の設定や実践手法については、農業生産性を高める実験としては正し

いと思われる方向性で進んでいる活動から、リサーチ中のもの、この方法はおそらく成果に

結びつかないであろうと思われる活動まで、さまざまであったが、何かを考え、何かを試し

てみることで、農民の自主性や主体性が膨らめば、農作物生産としての短期的な成果はなく

ても、将来の発展に向けて大きな財産になることは間違いないと思われた。 

また、帰国研修員の説明の様子や現地農民に対する聞き取り調査から、いわゆるリードフ

ァーマーと呼ばれる方々のレベルでは、しっかりと意識づけや概要把握がされており、帰国

研修員としっかりとしたコミュニケーションが図られている様子がうかがえた。個々の帰国

研修員の仕事内容について、更に細かく聞き取り調査を行い、指導内容を細かく精査すれば、

さまざまな課題があると思われるが、現時点において、それらの問題は大きな問題ではなく、

とにかく、農民と信頼関係を築き、農村に深く入り込んでいるという事実を確認できたこと

は大きな成果であった。 

あわせて、政府の方針に従いながら、既存のプロジェクトとプラスの相乗効果がでるよう

な方法を考えて、アクションプランが計画されていたことに感銘した。コンフリクト（問題）

もなく、共存し、かつ、予想以上の成果が上がっていたことが現地訪問により確認できた。

この地域では JICAプロジェクトの COVAMSが 5年間運営されていた。このことにより、普

及の手段としてのバイクや周辺状況が整備されていたことも、アクションプランを計画し、

実行できた重要な要因のひとつであったと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

２－３ JICA関連事業の紹介・視察 

今回の調査では、当初、JICA マラウイ事務所にて実施する技術協力プロジェクト、協力隊事業を

視察することで、本邦研修と他事業との連携についてコース関係者間で共有することを計画していた

が、協力隊事業については、他調査日程、移動行程の関係から適切な隊員が見つからず、視察を断念

することとなった。しかしながら、JICA 事務所での農業分野関連事業説明、また、COVAMSの事業

紹介、現場視察から、マラウイの農業分野における課題、JICA の事業実施状況に加え、普及員の役

割を見聞することができ、非常に有益な機会となった。特に、JICA 事業の「選択と集中」という観

点において、JICA マラウイ事務所の取り組みは、研修事業についても、他事業、協力プログラムと

プロジェクトで普及員に供与されたバイク 農民からの聞き取り調査 
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の連携が確立されていることから、本コースに参加する研修員が、COVAMS 等の JICA 事業の重要な

担い手になっており、帰国後の活動が JICA全体の事業に大きな影響を及ぼすことを再認識すること

ができた。 

また、調査期間中にお会いした専門家の方々からも、プロジェクト関係者をぜひ帯広の研修に参加

させたい、というコメントを多くいただき、本コースをはじめとする本邦研修が、現地での開発援助

の有益なツールとして活用され、大きな期待を寄せられていることも改めて強く感じることができた。

今後は、より一層課題部、在外事務所とのコミュニケーション、連携強化を図り、組織全体の事業強

化に資する研修事業を組み立てていきたい。 
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第３章 結果の分析 

 

３－１ マラウイ農業分野における課題点（十勝・帯広の経験に基づく考察） 

３－１－１ 農業政策の目標 

マラウイにおける農業という産業は、経済活動というより、自給自足のための手段という意味

合いが強い。これは、自分たちがなんとか食べていければ、とりあえずの目標達成であるため、

そこから先の経営という発想が生まれにくいと考える。マラウイという国自体が、将来の農業を

どのように展開していくのか。農民の数を減らし、集約化して、国民全員の食糧を維持していく

のか、あるいは、ある程度輸出産業に育つまで成長させていくのかで、大きく変わってくる。と

にかく、農業という産業は、永遠の成長産業であり、食糧確保という最重要テーマと直結する産

業であるが、効果や結果が現れるのに非常に時間がかかり、農村の風習や人間力に頼る部分が大

きいので、しっかりとした計画と、計画を実行するための具体的なプランが本来必要である。 

 

３－１－２ 農民の質 

訪問した村においては、リードファーマーを中心によくまとまっていると思われた。英語こそ

話せないものの、自分たちが取り組んでいる活動の概要をしっかり説明することができ、最低限

ながら、ノートに記録をとっている事例も複数箇所見られた。村長や幹部を中心に、組織がしっ

かりしており、何かを始めるときの団結力や組織力は、かなり期待できるのではないかと感じた。

話の内容やこちらとの受け答えを聞いているかぎり、能力に問題はないが、義務教育などの格差

や未熟なカリキュラムによる基礎学力の不足や知識の低さは否めなかった。しかし、小学生から

の教育に力を入れ、語学や算数などの基礎学力と、物事に対する論理的思考力が備わってくれば、

国民性がまじめなだけに、大きな発展を遂げる可能性は十分にあると感じた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

３－１－３ 生活環境 

土は硬く、乾期や雨期があり、条件はかなり悪いと判断した。気温が温暖で、北海道の寒さや

乾燥地帯の水不足のようなことがないので、人間の生活としては認識が生まれにくいとは思うが、

作物にとっては、乾燥や大量の雨は作物栽培の阻害要因であり、そういう意味では、農業にとっ

て不利な環境であることをまず認識しなければならない。雪が降らず冬期でも何か作物が栽培で

農民による作業記録 帰国研修員による小学校での農業教育 
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きたり、水稲が 2 回栽培できたりする地域とは大きく異なり、どちらかといえば、限られた期間

に限られた作物を作らなければならない北海道と同じ環境にあると考えるべきである。気温が高

く、熱帯のフルーツなどもあり、そのような発想が生まれにくいが、明らかに作物が栽培できな

い時期が過酷な環境である。 

北海道の場合、冷害に備えて、作物栽培と家畜の導入による有畜農業を展開し、冷涼な気候で

も確実に育つ牧草を飼料として、乳や肉を得て、冷害を乗り切るという手法を講じてきた。そし

て、もともとやせた火山性土壌に家畜の堆肥を投入することで、作物が育ちやすい土壌に改良し

てきたという経緯がある。マラウイにおいても作物が作れない乾期や大量の雨は北海道における

冷害と同じであると認識し、そのような不利な環境でも確実に育つような作物を栽培し、家畜の

飼料として利用することで、生活の安定をめざしていくべきだと感じた。生産性や飼いやすさか

ら考えれば、多く目撃されたヤギよりウシやブタといった家畜の方が、経済性は良いと思われる。 

 

３－１－４  メイズ栽培 

メイズの栽培状況に驚愕した。畑とも思えないようなわずかなスペースにもメイズを栽培して

いた。しかし、その出来は非常に悪く、窒素などの肥料成分の欠乏と固有品種による生産性の低

さ、連作による土壌の荒廃などさまざまな問題点がすぐ

察知できた。酪農でいえば、牛舎のキャパシティを超え

て、乳量や乳成分の低いウシをぎゅうぎゅう詰めで飼っ

ており、餌も十分に与えていない状況である。 

おそらく生産性の低さを採植本数によってカバーし

ようとしているのだろうが、かえって悪循環と効率の悪

さを生み出している。適切な栽培方法によって、固有の

品種がどの程度の生産力なのかを見極め、面積や採植本

数当たりの収穫量の向上をめざすべきである。 

 

３－１－５ ハイブリッド種子の導入 

移動中の道すがらや、訪問した農村でも、ハイブリッドメイズの栽培が行われていた。種子を

どのような手段で入手し、入手のための費用をどうしているのかは分からないが、種苗メーカー

がかなり入り込み、ハイブリッド種子の普及に力を入れていることは明らかだった。農業の本来

の姿は、昨年度の収穫の一部を次年度の種子として保管し、種子代にほとんどお金がかからない

ものだったが、ハイブリッドの生産性の高さが注目され、日本の農業でも、種子は保存するもの

ではなく、種苗メーカーから買うものになってしまった。ただ、種子は本来非常に高価であり、

現金収入の少ないマラウイの農家が継続的に種子を購入していけるのか、はなはだ疑問である。 

また、ハイブリッドは草丈も高く、雌穂も立派であるが、それだけ土壌中の養分を吸収してい

るからであり、収量を維持するためには、それなりの栄養素を供給し続けなくてはならない。日

本の酪農においても飼料用トウモロコシを栽培しているが、目標収量を維持しようと考えたら、

十勝の火山性土壌においては、10a 当たり窒素成分で 16kg も投入しなければならず、肥料代も決

して安くない状況である。日本の酪農の場合、生産した飼料用トウモロコシをウシに与え、生乳

に変えて付加価値をつけているが、マラウイにおいては直接消費であり、種子代と肥料代を払う

だけの現金収入があり、支出と利益の収支バランスのなかで、経済的持続性があるのかどうかと

隙間なく植え付けられたメイズ 
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ても心配であった。ハイブリッドの生産力は、既存品種の 3 倍ともいわれ、収量や品質において

は圧倒的な魅力を感じるが、その生産は何もないところから生まれるのではなく、それなりの養

分が必要になることを忘れてはならない。 

なお、同じ場所で同じ作物を連作し続けていることも問題である。既存品種の生産性の低さに、

連作がどの程度影響しているかは分からないが、日本の飼料用トウモロコシ栽培においては、連

作 3～4年で収量が落ち、病気の発生も多くなる。特に有機物の投入が少なく、化学肥料の依存傾

向が強い畑は連作の影響が顕著であり、マラウイのような硬く、養分の少ない土壌で、化学肥料

を投入しながら栽培すると連作による収量の低下が必ず表れると想定される。連作を防ぐにも、

ほとんどの畑という畑にメイズを植えているので、動かしようがない。日本の畑作でも同様であ

るが、メイズ以外の作物を導入し、輪作体系を確立し、堆肥を投入しながら地力を維持していく

対策が必要になる。 

 

３－１－６  畜 産 

マラウイにおいては、コブのある現地のウシとヤギがほとんどであり、先進国的な畜産が行わ

れているのは、まれであった。感覚的なものでしかないが、北海道がやせた土地を有畜農業で肥

沃な土地に変え、冷害などのリスクを冷害に強い牧草と家畜からの生産物で乗り切ってきたよう

に、今後、種子や肥料などの投資をしながら現金収入を増やしていこうと考えた場合、土壌に有

機物を投入するという視点からもある程度品種改良の進んだ乳牛や肉牛の導入も視野に入れてい

かなければならない。しかし、近代酪農は、技術依存型産業の典型であり、飼養農家以外にも、

獣医師や授精師、生乳の運搬や処理、衛生検査など多くの関連職が必要であり、常に農家と相互

発展する関係になければならないが、今後の経済的発展を考える場合、乳牛を中心とした生産効

率の高い家畜の導入も視野に入れるべきである。 

 

３－１－７  課題の設定 

いくつかの村では、メイズの栽培において試験区と対照区を設置し、肥料の量や不耕起栽培な

どの試験を実施していた。しかし、なかには自分たちの力でやってみたいということで、普及員

の指導を受けずに独自の考えで試験を考案し実施している村もあった。かなり的外れ的な試験で

もあったが、自ら試験区を設定し、何とか改善を図っていきたいという気持ちは大切にすべきで

あると思った。 

このようなものは、農業知識をもつ者からみると容易に気が付くことではあるが、農業に対す

る基本的な知識がないために、誤った方向へ進んでしまうことがある。そのような現象を改善す

るためにも、子どものころからの基礎学力教育などが、この国の発展には欠かせないものになる。 

 

３－２ マラウイにおける農業普及の現状（普及方法に関する考察） 

調査団長門平教授とブンダ大学の畜産学分野の研究者は 2003年から 2005年にかけて、マラウイの

畜産開発における問題分析を行った（参考資料）。畜産に関する開発プログラムは NGO の支援によ

って開始されるものがほとんどであり、ニワトリやヤギ生産に関するものが多いが、小規模酪農、ウ

シを使った農業、肉牛生産に関するプロジェクトも存在した。生産性の低さ、遺伝の問題、管理のず

さんさ、飼育頭数の少なさ、伝染病による高死亡率、栄養状態の悪さなど、家畜に関するありとあら

ゆる課題が指摘された。また、普及員の畜産に関する知識も十分ではなかった。たぶん、作物生産や
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灌漑分野などでも、同様の状態であると予測できる。しかし、このような分析結果をそのままでは生

かすことはできない。どれから手をつければよいのか、まったく分析がなされていないからである。

まずは、優先順位をつけるなど限られた課題に焦点を当てたり、問題がどのように起こっているのか

因果関係を描き出す必要がある。 

このように、普及員の知識不足が畜産分野では指摘されているが、大学の研究者や研究所の職員で

あっても問題の解決方法を知っているわけではない。また、普及員がすべての農業分野の技術専門家

である必要はないし、それは無理なことである。それよりも、情報を伝える、農家を励まし、やる気

にさせるなど普及に必要なソフト技術を習得することがより有効であると考える。また、普及員の少

なさや施設・設備の不足は、途上国における農業普及の課題として常に挙げられる。マラウイでも同

様である。しかしながら、財政難や民営化といった政策的理由のため、これらを充足するために新た

な財源や人材を確保することは、現実として難しい。このため、普及員が農家を訪問し指導する従来

のアプローチには限界がある。 

普及局の局長との会合で、リードファーマーというコンセプトは、マラウイ農業食糧保障省でも受

け入れられて最優先手法として使われていることを知った。また、参加型手法の導入によるトップダ

ウンからボトムアップへの切り替えも 1990 年代から奨励されている。しかし、普及員自身の頭の切

り替えはまだ進んでいないようである。特に年配の普及員との対応が問題で、「農民の意見を尊重す

るように」と指導しても理解してもらえないと元研修員の Mr. Noel Mkwapata が話していた。 

農民主導による普及（farmer-led extension）は、このような従来の普及が抱える課題に対する解決

策のひとつとなり得る。農民主導による普及は国の財政負担を軽減するだけでなく、営農の多様性や

普及の平等性に良い影響を及ぼすこともできる。例えば、女性は農業や共有資源に対して男性とは違

った役割をもつことがあると報告されているが、これまで普及の対象外であった。農民主導による普

及は、こうした女性も巻き込むことができる。「農民主導の普及」には、農民間普及（farmer-to-farmer 

extension）、農民学校（farmers field school）、課題調査/問題解決アプローチ（problem census/problem 

solving approaches）などが含まれており、従来のトップダウンによる技術普及というより、農民にと

って優先度の高い課題が普及員に相談されたり、研究員に教わった技術を応用して自分の畑で使える

ようにする能力を農民がつけたり、いわば「農民が主体となって」行われる普及活動を指す。そのた

め、農民主導による普及のアクターは広範であり、農民はもちろん、普及員、関連した政府組織、

NGO、民間企業、マスメディアなども含まれる。当該研修の対象者である普及員の役割としては、

普及の中心となる農民の育成や学習の機会の提供、試験機関への農家の問題解決に貢献する研究課題

の提案、農民－政府系機関－民間のコーディネーション、農民のニーズに合った普及サービス、農民

による課題特定・分析のサポートなどが考えられる。 

農民主体の普及活動として、農民フィールド学校を使った方法が奨励されている。しかし、学校を

始める前には十分な準備も必要である。例えば、農民と一緒に現状分析をしながら、最良な解決方法

を見つけ出すための農業研究の拡大充実がなされなければならない。前から使っていた方法と新しい

方法を比較するためには、より現場に合った新しい栽培方法（あるいは飼育方法）を開発することが

求められる。また、農民は多様であるので、農民が自分に合った栽培方法や飼育管理方法を選択でき

るような体制も確立すべきである。一方、農民フィールド学校的な活動を更に拡大することで、農民、

普及員、政府の農業専門家、科学者が共同し応用実験を行うことが可能となる。つまり、すべてのス

テークホルダーが最善の方法を一緒に学ぶ場の創造である。これらの営みを積み重ねていくことで、

将来的には、農民が政府に頼らず、十勝の士幌町やケニアのキアンブ県の酪農組合のような強力な農
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民協同組合を立ち上げ、作物の種や家畜飼料の販売、人工授精などのサービスを供給できるようにな

るだろう。 

 

３－３ 研修効果の発現に係る阻害要因（課題）と貢献要因 

上述したが、阻害要因となる「どのような場合にやる気がなくなるのか」を、現場の普及員に聞い

てみた。日当が出ない、ガソリンがないなどはよく聞く要因であり、多くの参加者が指摘した。上司

からの励ましがない点なども挙げられた。問題を質で分けると、自分だけの努力でも改善できること

はあるかもしれない。例えば、情報の共有である。普及員が考える農民側の問題としては、普及員へ

の依存、農民からの反応の悪さであり、これらは普及員側にも問題があるという意見があった。多く

の阻害要因は政府側の問題であり、上司の指導の方法、褒められない、現地の事情を聞いてくれない、

知識が足りないので農民を指導できない、がある。両側の問題としては、資源と支援不足であった。 

平成 24 年度コース（B）では、参加型手法の講義時間に、普及活動では何が問題なのか研修員 14

名全員で問題分析を行った。動機づけが低いことがランク 1位となった。どうしてこうなるかという

と、上司から十分意見を聞いてもらえないなどトップダウン方式や汚職も関係しているとのことであ

った。この結果から分かったことは、自国に帰国後、研修員の上司が帯広で何を学んだのか話を聞い

てあげること、帰国発表会を開催し多くの関係者に帯広で学んだことを伝えることが、彼らのやる気

を高め、アクションプランを実行するための励みとなることである。 

具体的には、JICA 北海道国際センター（帯広）などから彼らの上司と研修員にメールを送り励ま

すこと、また、研修員が JICA プロジェクトのカウンターパートであることなども、研修効果発現に

貢献するのではないだろうか。 

 

３－４ マラウイ普及事業への提言 

普及員の指導のなかで、多くのプロジェクトが設定され、実施されているが、プロジェクトの成果

を更に次のプロジェクトにつなげ、継続するなかで、大きな流れをつくっていくために、農業高校の

教育現場で用いられている手法のなかで、比較的お金がかからず行える改善策について以下のような

ことを提案する。この場における成功とは、何か良い実験の結果が出て、生産力が上がることではな

く、農民が意識を高め、村内で議論し、常に前向きに課題と向き合っていく姿勢を育てられることで

ある。 

 

３－４－１ 耕種概要看板の設置 

どのような試験をしているのか。責任者はだれか。各試験区概要や耕種概要などの看板を作っ

て圃場に掲示する。農業高校でも多くの圃場に看板が設置され、圃場で実習する生徒に耕種概要

などを確認させる手段になっている。概要を理解することは、その後の生育や収穫において、よ

り深い考察を可能にし、きめ細かい管理や収支を行うための下地をつくる。農業高校でも「掲示

教育」と呼ばれ、教室での授業以上に基本的知識を提供し、興味関心を引き出すための常套手段

である。 

 

３－４－２ 専用の記録用紙の作成 

高校生でもよく用いるが、専用の記録用紙を用意してあげると記録しやすく、記録の正確性や

継続性が得やすくなる。草丈専用、葉数専用、実の重さ専用、天気専用などそれぞれの記録デー
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タが取りやすいように枠が工夫されているケースが多い。また、取った記録をグラフにし、比較

することは、その課題に対する興味を大きくし、モチベーションの高揚につながりやすい。記録

をあとから見返すことは、自分の頑張りを確認することにもつながり、たとえ成果が思わしくな

い結果でも、プロジェクトに対する充実感や満足感、自己肯定感が得やすく、改善を図って再チ

ャレンジという流れをつくりやすい。普及センターや役所には、パソコンやコピー機などがかな

りあったので、大きな農業機械や自動車を買う金額に比べたら格段に安いコストで普及できる手

法であると考える。 

 

３－４－３ 教材の開発 

帯広農業高校の牛舎は酪農教育ファームとしての認証を受けており、外部の人を受け入れて、

酪農の普及に努めているが、その教育に使うグッズが非常に優れている。酪農の仕組みをイラス

トで示したタペストリー、漫画、絵本が備えられており、ウシのお腹の中や子宮の中を実物大で

示したボードも活用されている。これらと同様に、農業の基本事項を説明するための教材を開発

し、そのグッズを用いて勉強会などを開くと教育効果が高まるのではないかと考える。教材は、

開発する際にそれなりの予算や労力が必要となるが、一回作ってしまうと複数回使用できるため、

長い目でみると割安な手法である。教育や普及をする人間にとっては、難しいことをいかに簡略

化し分かりやすく伝えるかという技術が必要であり、優れた教員は、優れた教材の開発者でもあ

る。農民学校などで、理解度を増すような教材を開発していくべきである。 

 

３－４－４ 計測器具の提供と計測方法の指導 

今回の各村での試験は、作業の日付などは記録されていたものの、草丈や葉数などの細かい記

録は見られなかった。試験区と対照区の差を数字の大小で比較できるようにすると単純な比較に

とどまらず、より深い比較が可能になり、成果の有無がより正確に分かりやすくなる。結果の理

解は次のステップへのモチベーションにつながりやすい。メジャーや重さを量るはかりなど計測

器具の充実を図っていくべきである。 

 

３－４－５ 試験計画書の作成 

試験の目的や手段をまとめておくことは、試験の動機がはっきりし、仲間とも意義を共有しや

すくなるので、チームのモチベーションを維持するのに有効である。農業高校のプロジェクト学

習においても、最も重要なのは、結果ではなく、自分たちがなぜこのような課題を設定し、どの

ような手法で解決していくか念入りに計画を立てることである。農業高校の生徒でも、計画を立

てられるということは、課題の背景を理解し、からまった糸の端っこをみつけ、ほどき方を予想

することなので、その後の実践における取り組み姿勢が大きく変わり、たとえ、すばらしい結果

が出なくても、取り組んだ生徒の満足感や達成感、生徒の変容に大きく影響している。 

 

３－４－６ 気温や雨量の計測（記録） 

天気の変化は、作物の生育に最も影響する。成長の良しあしが、天気によるものかそうでない

のか知るためにも天気の簡単な記録はぜひ行いたい。また、農業が高度化してくれば、播種や追

肥の時期など、よりタイミングが重要になり、利益が多く栽培の難しい作物ほどそのタイミング

は微妙である。将来、メイズ一辺倒から脱却し、新たな換金作物に挑戦していかなければならな
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いことを考えると、気象記録は欠かすことができない。 

 

３－４－７ 近隣の村が集まっての発表会（交流会）、共進会（品評会）や優秀なグループへの表

彰 

普及とモチベーションの高揚をめざして、発表会などを行って表彰することは、農業クラブ活

動や 4Hクラブ（農業青年クラブ）などの活動においても常套手段である。グループで競い、交流

することは大きなモチベーションを創造する。トウモロコシの出来具合を客観的に評価する規準

を定め、競い合う仕組みをつくることもできる。他人の成果を聞き、自分自身が発表し、お互い

に交流や意見交換を行うことは、普及事業に対して爆発的な効果をもたらす。普及員が若い農家

の発表原稿を添削し、自信をもって発表できるように指導することは、現在の日本の農家におい

てもよく見られることで、若手農家の学習の場になっている。また、乳牛の共進会のような取り

組みが、日々の経営に活力をもたらしている事例は多数ある。あわせて表彰も、大きな励みにな

り、更なる改良や向上へのエネルギーになる。 

今回も各村を訪問した際、多くの農民が、はっきりとした言葉で、しっかりと説明できていた

ので、今後は、複数の村人が集まっての発表会や討論会も決して不可能ではないと感じた。この

ような、他人との交流によって大きな刺激を受け、1年に 1回会うことが楽しみな状況などを意図

的につくっていく必要がある。 

 

３－４－８ 報道機関の利用 

農民の活動を意図的に、新聞やテレビで取り上げてもらい、広く広報する。農業高校において

も生徒の活動を取り上げていただくことが多いが、実際に大きな励みになり、保護者や関係者の

率直な喜びにつながっている。また、その報道を見た視聴者に成果を伝え、技術の普及の起点に

もなる。取材を受けることには、お金もかからず、大きな普及効果があることから、積極的に利

用すべきである。 

 

３－４－９ 実験結果収録の発行と配布 

農業クラブにおいても、優秀な研究内容については、研究集録というかたちで冊子にして全道

の農業高校に配布されている。マラウイにおいても、各村でかなり異なる取り組みをしているこ

とから、それらの成果を分かりやすく紙にまとめて印刷し、各村に配布するような仕組みをつく

ることができると考える。できれば、原稿を作る段階でもリードファーマーを中心に農民自らが

原稿作りに取り組むことができれば、より効果も高まるものと考える。 

 

３－４－10 リードファーマーより上の指導農業士などの資格の認定 

日本においても用いられている制度である。普及員の数が絶対的に不足している以上、農民の

なかから普及に携われる人間をつくっていかなければならない。上記の発表会や収録の発行など

の活動をとおして、リードファーマーより更に優秀な人材の発掘とトレーニングに努め、普及事

業を担ってもらう必要がある。 

 

３－５ 研修コースの企画立案に向けた提言 

帯広での本研修コースに参加したことで彼らのやる気が刺激され現場で活動を始めていることか
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ら、上位目標である「農民主導による普及を計画し運営できる普及員数が増える」が達成できる可能

性が高いことが分かった。つまり、現在のコースカリキュラムは、現地のニーズに即したプログラム

であり効果的な内容となっているため、特段変更等は必要ないものと考える。もし時間的余裕がある

ならば、データの記録方法（表の作成も含む）を半日ほど追加してもよいかもしれない。以上のよう

に、調査を踏まえ、現在のカリキュラムの妥当性が確認できたことから、今後同様のプログラムを継

続することでよいと思う。 

シラバスには記載されていないが、時間外の作業として、研修員の日記書きやグループ討論も動機

づけには欠かせない訓練であったと思うので継続していく。また、調査団内で日本側の講師など関係

者がコースの目的を明確に理解していることが、研修コースをより効果的にする対策のひとつである

ということを再認識したところ、本調査の報告書についても関係者全員に配布し、コースの目的を再

確認していただくようにしたい。 

また、今回の調査にて気づいた点であるが、マラウイ以外で使われている技術や方法のすべてがマ

ラウイに適応できるというわけではないので、マラウイの実情に合った農業技術を開発するためにも、

普及員や研究者の農学実験能力の向上をめざす研修コースを補完コースとして設営する意義がある

かもしれない。 

 

３－６ 団長所感 

マラウイの研修員は一般的にまじめであるという印象はあったが、乗り物がないので村に行けない

などのマイナスとなる外部要因が多く、本当に現場で農民フィールド学校を展開しているのかどうか

疑問であった。報告書を読んだだけでは実際の活動が始まっているのか、何をどこまで実施したのか

なども理解できなかった。しかし、「百聞は一見にしかず」というように、現地訪問により研修で学

んだことが現場によく応用されていることが分かった。運が良いことに、ブランタイヤ県では普及に

関連する JICAプロジェクトが 5年間実施されていたので、計画を実行するための基盤ができていた

と思う。バイクがあるだけでも大きな違いを生む。さらに、ジェンダー省もかかわっていたプロジェ

クトなので、女性の参加する割合が高かったことも良い結果を招いたのだろうか。 

農民主導による普及においては、普及員の態度も変わらなければならない。普及員は“教師”とい

うより、むしろ研修の機会を提供するプロモーターであったり農家を動員するオルガナイザーであっ

たり、試験の方法や科学的知見を伝授する控えめなアドバイザーであることが求められる。しかしな

がら、途上国では教育における数々の問題のため、一般の普及員が科学的に課題に対処することを困

難にしている。加えて、コミュニケーション能力あるいはその重要性に対する認識の不足のため、農

家が抱える課題を的確に把握できなかったり、農家から得られる情報を軽視したりする問題がたびた

び起こる。 

日本の普及は公的普及が大きな役割を担ってきたが、普及の方法や農民との関係を考えると、農民

主導の要素が強いといえる。例えば、普及員（現在は普及指導員）は、農家が何を課題として認識し

ているかをよく理解していなければならない。課題に応じて、既存技術で対応できるときは普及員が

指導し、できない場合は試験場にそれを伝える。試験場には技術普及室があり、そこにも普及員が配

置され、研究者とのパイプ役となっている。また、普及センターの情報が、農業協同組合を通じ農家

に伝えられることも多く、普及の大きなチャンネルとなっている。また農家は生産品目ごとに部会を

組織していることも多く、そこで課題を話し合ったり、専門家を呼んだり、さまざまな学習活動が行

われている。 
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日本で当該研修を行う強みのひとつとしては、農民教育と農村振興の重要性を紹介できることにあ

る。士幌町を例にとれば、農家の教育水準を上げることで新しい技術の適応度が高まり、後継者の育

成にもつながった。後継者がいるということは、その家族も地域の住民として暮らしている、という

ことである。このような住民構成と一定の人口は、公的サービスを維持するのに重要な要素となる。

ほかにも、教育水準を上げることで、農家は貧困からの脱却を可能にする知恵と意思をもつようにな

る。そしてそれが、農村振興につながっていく。 

以上を要約すれば、貧困緩和をめざすには、普及員は単なる技術情報のメッセンジャーとしてでは

なく、農村全体を考えながら、農民の生計向上や農業の振興を図る役割が求められる。これらの点を

研修コースでは更に強調していくことが望まれる。 
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